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研究成果の概要（和文）：実用性・汎用性に富む日本語口頭能力測定テストの作成に向けて、発話収録機能を持
ったタブレットを使用、視覚プロンプトを媒介に問題提示を行い、アカデミック、ビジネス、コミュニティーの
各領域15分程度で終了する対面・即回答型テストの試行版を作成。３領域それぞれに3つのステップを設け、
Step 1：全領域共通基礎問題、Step 2：記述説明型問題、Step 3：意見表明型問題をそれぞれ10問ずつ計30問を
各領域に設けた。全ての問題間の難易度とテスター間の評定の厳しさの差を見るため50人の被験者を対象に多相
ラッシュ分析によるパイロット・スタディを実施したが分析中につき、結果報告は次期科研に持ち越される。

研究成果の概要（英文）：Toward the aim to prepare practical and widely-usable Japanese oral 
proficiency tests in three domains---Academic, Business and Community, we made 15-minute 
face-to-face trial tests, which are presented with visual prompts and recorded in a tablet PC.  Each
 domain consists of three steps, Step 1 (basic questions common to all domains), Step 2 (description
 and explanation questions), and Step 3 (opinion questions). Step 1 has 10 questions shared in all 
domains, Step 2 and 3 have 10 questions each; thus, each domain has 20 questions (plus 10 Step 1 
questions). Using the Multi-Facet Rasch Model a pilot study was conducted to examine the difficulty 
of each problem and the variation of each tester's rating, whose analysis needs a few months to be 
completed.

研究分野：日本語教育学
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１．研究開始当初の背景 
 外国語教育における口頭能力測定の重要
さに対する認識はあるものの、その研究、開
発は非常に遅れており、日本語教育もその例
外ではなかった。1984 年に始まった日本語
能力試験においても、当初からのその重要性
は認識されていたが、口頭面の問題作成には
手付かず、また、2010 年の大改訂に際して
も口頭能力の測定は先送りにされた。さらに
90 年代後半から国際交流基金を中心に多大
な努力が払われ、会話テストの試行版まで作
られたが、2008 年に突如そのプロジェクト
は停止してしまった。その間、「欧州共通言
語参照枠組み」（CEFR）や「JF 日本語スタ
ンダード」も発表されたが、口頭能力測定の
開発については、米国外国語教育協会
（ ACTFL ） の 開 発 に よ る OPI (Oral 
Proficiency Interview) のみが日本語教育に
おいても、唯一、使用に耐えるものであった。 
 しかし、OPIはそもそも米国の高等教育機
関での使用を前提とし、また、OPIテスター
養成にも多大な時間を要し、更に被験者一人
のテストに 30 分もかかり実用性に乏しく、
日本語能力試験のような大規模テストには
向かない。更に、多様な層からなる日本語学
習者、とりわけ、日本における長期定住外国
人（地域生活者）や国際化した産業界の需要
にも応えられない。CEFRについても測定・
評価を射程においた開発は行われておらず、
外国語教育会のニーズに応えられるものと
は言えない。  
 このような状況は４年後の現在も続いて
おり、本科件等による研究開発の成果が期待
されるところである。 
 
２．研究の目的 
 遅れている日本語の口頭能力測定の研究、
開発を進めるため、以下の目的を設定した。 
 
(1) 教育機関のみならず、多文化多言語地域
社会、ビジネス界を背景にした日本語学
習者の真の口頭能力とは何かを追求し、
妥当性の高い口頭能力測定の基盤を作る。 

(2) 現存する様々な言語の口頭能力試験の内
容を綿密に検討し、専門家のみならず、
非母語話者教師やボランティア教師でも
実施が可能な高い実用性と汎用性を備え
た大規模テスト JOPT (Japanese Oral 
Proficiency Test)を開発する。 

(3) 妥当性と信頼性に裏付けられた口頭能力
測定評価基準を作成し、かつ、簡易に養
成可能なテスターの育成を図る。 

(4) 口頭能力テストの実施の際、産出される
音声データ、評定・評価のためのデータ
を管理するファイル共有システムを構築
する。 

 
３．研究の方法 
 まず、科研メンバー10名のそれぞれの専門
性を尊び、かつ、共同作業が可能になるよう、

次の研究班を設け、全員が有機的に活動でき
るようにした。 
 
(1) 総括班 
(2) 基準作成班 
(3) テスト作成班 
(4) マニュアル作成班 
(5) システム・データ実施支援班 
(6) 分析班 
 
 この組織体系に基づき、各年、7回〜10 回
程度の全体会議を行った。更に各夏期休暇に
は３日間程度の合宿、春休みには公開シンポ
ジウムを開催し、パネルディスカッション、
本科研の進捗報告、基調講演者を交えての研
究会議等を催した。また、国内外における学
会での研究発表も積極的に行い、多角的視点
に立った口頭能力テストの開発に取り組む
ことにした。 
 試行テストの実施には、それぞれの科研メ
ンバーが直接的、間接的に関わりのある国内
の日本語教育機関の協力を得て実施した。 
 
４．研究成果 
 本科研は前述の如く日本語口頭能力テス
トの開発を目的としたものであり、それに関
わる理論的基盤構築とテストモデルの作成、
試行テストの実施、その結果分析、能力評価
のためのガイドライン作成、そして、テスタ
ー養成が主たる課題である。テストモデルの
作成はメンバー間の共同作業が欠かせなく、
そのために多大な時間と労力を費やすこと
になり、データ分析等を必要とする論文作成
には十分な時間をあてがうことができなか
った。また、本科研は初年度（25 年度）の後
半 11 月に中途採用されたものであり、実際
に使えた時間は3年半弱であることを予め断
っておく。以下、主たる成果を箇条書きし、
後に説明を加える。 
 
(1) テストモデルの作成：国内外の多様な日
本語学習者（使用者）の能力を、短時間
で、かつ、テスターに専門性を要求しな
い簡易な面接法で測るため、目的とする
テストモデルには次の仕様を取り入れ
その作成作業に取り組んだ。 
 

A. アカデミック、ビジネス、コミュニティ
ーの３領域に分けた問題作成。 
B. 各領域 15 分程度で完了するもの。 
C. 口頭能力という性格上、テスターによる
人為的面接テストを行うが、テスト問題
にはイラストやグラフなど視覚的プロン
プトを使用する。 
 
テストはアカデミック、ビジネス、コミュニ
ティーの複数領域の受験を可能とし、３領域
受験しても最長１時間程度のテストとする。
また、全ての問題を Step 1（基本）、Step 2
（記述力）、Step 3（意見表明力）の３つのレ



ベルに分ける。視覚的プロンプトを使うこと
により、テスター間に存在しがちなテストの
実施能力の差を少なくし、高い専門性を要し
ないテスター養成を可能にすることにした。 
 
(2) 多相ラッシュモデルによるパイロット
スタディーの実施： 

 上記テストモデルに基づいた試行版テス
トを各領域 20 問（合計 60 問）作成、50 人の
被験者に全ての問題を試行した。テスターは
科研メンバー10名のうちテスト実施担当の8
名が分担してあたり、テストで得られた音声
データの評定作業も行った。 
 テストはその実施にあたり、被験者一人に
つき最低 4時間かかり、さらに実施後、音声
データを聞き直し、評定を行う作業にも同様
の時間がかかった。テスト結果の評定は、自
身の担当したテストのほか、他のテスターが
行なったテストについても行い、全てのテス
ト間の難易度の差、さらに、テスター間の評
定に取り組む厳しさの差を分析することに
した。そうすることにより、統計的により厳
しく、より客観性の強いテスト(high-stakes 
tests)の作成が可能になることを期待したか
らである。しかし、このパイロットスタディ
ーにかけた時間と労力は甚大なものであり、
また、このモデルに基づいた分析もかなりの
時間を要するため、最終年度内に結果をまと
めその報告を行うことができず、次期（継続）
科研（幸い、採用決定）の課題として持ち越
すことになった。 
 
(3) データ管理のシステム構築：前述のパイ
ロットスタディーで得られた音声ファ
イルをはじめ、本科研プロジェクトにか
かわる情報を管理するサーバーを設置
し、効果的に機能させている。 

(4) 国内外で開かれた学会等にて本科研の
中間報告を行ない、今後の開発にとって
有意義な研究活動が行えた。 

 
 最後に、上記パイロットスタディの実施に
想定外の時間がかかり、年度内に目的として
いた課題を未完了のまま残すことになった
ことは大いに反省される。しかし、本科研は
採用通知を受けた時点で既に初年度の半年
以上が過ぎており、その分のしわ寄せが生じ
たこと、さらに、科研メンバー全員、所属機
関における通常の教育・研究業務をこなしな
がらの作業であったことを考えると許容範
囲内の成果ではなかったかと思われる。幸い、
継続科研として 2017 年から 4 年間の支援が
得られ、このような喫緊の課題が中断される
ことなく続けられることは感謝に絶えない。 
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